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北海道稲作地帯における農地

移動の性格に関する一考察

一一滝川市の一事例から一一

矢 崎 俊 治
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I 課題と方法

これまでの北海道農業展開の特徴を最もよくあらわしたものは， r上層農」
形成の急速な進展とそれに不一可欠な農地流動化の激しさであろう。 この特徴

は，全国と対比して北海道の動きを位置づけi直してみると， より鮮明となる。

すなわち，北海道は「自立経営」戸数の30%を占めており(昭和45年)，ま

た北海道における農地移動は， 移動面積のシェアーにおいても全国の過半数

に達し(第 1表) ，移動の事由別件数でも， r農業廃止」が全国比で 50%を

第 1表農地等有償移動許可面積 (単位 :ha・%)

年
区分

自作地(農地) 小作地(農地) 農地計 採草放牧地 農地等合計

次 面積シェアー 面積シェアー 面積シェアー 面積シェアー 面 干員シェアー

44 
全国 76，804 100 6，019 100 82，823 100 12，196 100 95，019 100 
北海道 34，才45 45.2 672 11.2 35，418 42目8 10，992 90.1 46，410 48.8 

45 
全国 71，211 100 5，054 100 76，266 100 10，285 100 86，551 100 
北海道 35，120 49.3 454 9.0 35，574 46.7 9，268 90.1 44，842 51. 8 

46 
全国 69，225 100 3，791 100 73，016 100 10， 164 100 83， 181 1001 
北海道 35，142 50.8 262 6.5 35，405 Li里二三 9，356 92.1 44，761 53.81 
資料:農林'(ir I:U也の移動」より作成
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第2衰 自作地有償移動の事由別件数比
(単位 !Jb)

事由 区分 44年 45年 46年

農業廃止
全国 11. 0 11. 0 11. 5 

北海道 52.5 55.8 55.2 

兼業による 全国 5. 1 5. 6 5.8 

経営縮小 北海道 3. 9 3.6 4.4 

労力不足
全国 18. 1 18. 7 19.8 

北海道 12.2 12.0 12. 6 

耕作不便・ 全国 8. 9 9.0 8. 7 

低生産性 ~tì毎道 12.1 11. 9 13.4 

生活資金の 全国 4. 7 4.6 4. 7 

必 要 北海道 1.0 0.6 0.8 

相手方の 全国 21. 5 23.4 24. 7 

要 望 北海道 2. 9 3.3 4.8 

そ の f也
全国 30.7 27. 7 24.8 
北海道 15.4 12.8 8. 8 

言十
全国 100.0 100.0 100.0 

北海道 100.0 100.0 100.0 

資料:表lに同じ-

越えている。(第2表〉。

また，北海道の移動を談

渡，譲受件数の階層別から

みると，年々上層へと進ん

でし、る点が明らかであり

(第3表)，それは，一方

での離農，経営縮少をする

農家の階層が年ごとに上層

に波及し，他方分解基軸も

上向化し，まさに階層分化

の激しさを示している。こ

こに，挙家離農による規模

拡大の展開とL、う北海道の

農地移動の特徴があらわれ

ている。

もう一つの特徴は， これまで北海道だけが耕地の壊廃面積を土廻る拡張

面積の伸展を示し，外延的拡大を図る基盤が存在していた点で、ある。この拡

張の大部分は，専業酪農地域(根釧・天北〉での開畑に負っているが， 更に

地域的詳しくみると，根~I[・天北・十勝・網走を中心とした開畑と，石狩，

空知，上川における開田によるものとに分かれ， これらの地域でもっとも上

向展開が顕著にみられたのである。 ここに農地流動化のもう一つの側面があ

らわれている。

しかし，ごく最近の北海道の農地移動は， 自作地有償からみると，第1図

のように， その流動化の停滞を指摘できる。 とくに水回の移動面積および件

数において農地流動化の停滞が目立っており，地域的に石狩・主主知・上川|支

第3表 北海道の自作地有償移動経営規模別件数比 (単位:%)
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第1図 農地移動(自作地有償)と農地価格の趨勢

農
地
価
格
(
万
円
)
日

移
動
件
数
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千
円
)

移 1

郡
積 η

4百万ha
ha、-

~~~~~~~~~o~a"~~nø 年

資料:1975年土地制度史学会「戦後北海道農
業の展開と特質」から大沼盛男報告の

作成による。

庁で顕著である(第4表〉。このような農地移動の新しい局面を迎え，稲作経

営が， いかなる展開を遂げていくのか， 北海道稲作農業の展望にかかわる問

題が内包されている。つまり，従来進めてきた規模拡大方式による「自立経

営」の展開が前進していくのか否か， 更には，現有面積の高度利用による経

営展開へと進んでいくのか否か等という現段階的問題であるO

こうした現段階的問題をふまえ，北海道稲作農業の規模拡大の方向を解明

した宇佐美繁氏「稲作経営規校拡大の様相〈上)Jcr農業総合研究』第27巻第
3号 1973年〉は，貴重な示唆を与えている。つまり上層農家の性格に中心

を据えながら，新しい生産力段階へ対応した規模拡大の方向を，地域的性格

と経営対応ー雇用労働力の性格とから分析している点である。それは，昭和

1 )この問題は， 1975年土地制度史学会秋期大会・シンポジューム「戦後北海道
農業の展開と特質」や1975年農業問題研究会「北海道農業の現段階」などで
議論になった点である。
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41年
全道計 7.8 

石狩 6.4 
空知 20.2 

上川 15. 7 

留萌 2.0 

後志 5.4 
桧山 4.2 

渡島 6. 1 

s.e. t辰 3.2 
日 品 3.3 

十勝 12.2 
網走 16.8 

主JII 路 2. 2 

根室 1.3 
宗谷 1.0 

北海道大学農経論叢第ヲ2集

第4表農地の有償売買移動率

件数移動率※ 1 耕地面積移動率※ z

44年 45年 46年 47年 41年 44年 45年 46年
8.9 8.2 7.9 7.8 4.3 4. 7 5.3 5.0 
6.6 5.0 5. 7 8. 2 4. 7 5.3 4.0 4.4 
19.1 13. 5 10.0 13.6 14.9 12. 1 7.9 6.0 
18.9 14.2 13.5 12. 0 13.2 14.9 12. 1 11. 8 
2.1 2. 9 3.0 2. 8 2.0 2. 1 2. 7 3.5 
4.9 4.8 4.8 5.5 4.2 3. 7 3.3 3.2 
2.3 3.0 2. 7 2. 8 2.0 1. 1 1.7 1.3 
5.3 3.8 4. 9 5.5 2. 6 2. 3 1.7 1.8 
3.9 3:'7 3. 9 3.6 2.6 3. 2 1.9 1.7 
3.4 4.0 4.1 4. 1 3.1 2.6 3.3 3.2 
14.6 18.8 21. 2 17.7 24.2 26.2 30.5 33.3 
14.9 17.3 18.0 15.2 20. 1 17.4 18. 7 17. 7 
1.8 3. 1 3.3 4. 1 4.-3 3. 7 4. 5 4. 7 
1.4 4.2 2. 9 3.5 3.3 3. 3 5.5 3.2 
1.1 17 2.5 1.7 1.7 2.3 2.2 4. 2 

i主※，北海道「農地調整年報」より作成

47年
4.4 
5.8 

9.4 

10.9 
3.2 

3. 6 
1.5 

1.9 
2.4 
2.9 

28.0 
16.3 
5. 9 
4.4 

2.3 

30年代 稲作旧開地を中心として広汎に形成した年雇経蛍，その崩壊とそれ

に代って，昭和30年代後半から始動し， 42~ 3年に最盛期にもつ日程労働力

依存の新しい富農層の形成， この間がとりわけ稲作新開地で顕著にみられた

が，減反政策の登場とともに家族労作経世へと後退し， その中で危機対応と

しての一層の「経営の合理化」 と大規模な土地拡大へ向っている上層農家の

事例と，生産組織の動きが，今日の規模拡大の倒達点と位置づけられてい

る。

こうした問題の肢聞を念頭におきながら 本稿の分析視角を，次のように

設定した。北海道稲作地;自の代表である旧日目地と新開地との追いをふまえつ

つ，農地流動化の一方の極である離農した農家の性格と， 他方の極である規

模拡大した農家の性格とを，経営的視角からのみでなく歴史的，社会的視角

から考察することである。 とりわけ歴史的，社会的視角は，地域および集落

の農業構造を，実態的， 総合的に把握する tで大切なIIRであり，そういう11民

で，宇佐美氏の問題提示も受けとめていくのであるO

以上の分析視角にもとづいて， 木杭の具体的課題は，次のように務理され

る。その第一課題は， ii没後北海道における民地移動を， その11:¥発点である農
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地改革期の土地所有構成にさかのぼって明らかにすることである。この点は，

農家の系譜にかかわる問題である。

第二の課題は，農家の系議関係が稲作旧開地と新開地との違いに由来する

農地移動に対して，し、かなる対応・変動を示したかを解明することである。

第三に，以上の課題をふまえ，最近の農地問題の一端にふれながら，農地

移動の動態構造を明らかにする課題である。

これらの課題への具体的接近には，経営規模別および旧自小作別相関表を

作成し，系諮別に農家の階層間移動， 農地移動を明らかにし，更に農業労働

力と農用機械との移動関係を考察し，全体として農地移動の動態的性格を解

明しなければならないが， 今日までの研究状況においては， まず事例分析の

つみ重ねから始めなければならない。

以上の課題と方法を念頭に置き，事例分析の対象地として滝川市T地区を

設定した。その第ーの理由は， 農家の正確な系譜別資料が保存されていたこ

とである。それは，農林着『農地動態調査指定部落戸別調査票~ (昭和20年，

25年， 30年の各年次調査された資料〉であり， この指定部落は，北海道関係

分では，滝川市と厚真町のみである。そして前者では，地主自作から小作に

至る各系譜が合まれていることである。

第二の理由は，滝川市T地区が， 旧開地と新開地との比較可能な調査地に

あること。というのは， T地区が，昭和40年行政区として一つの地区になっ

ているが，昭和40年以前まで， T地区が二つの集落に分かれてそれぞれ独立

しており，一つの集落が旧開地的性格をもっており， もう一つの集落が新開

地的性格をもっているからである。この点の詳しい説明は 11の個所でなさ

れるであろう。なお，滝川市は n970 年世界農林業センサス~ JJの「水田耕

地地価 (10a当り，万円)Jが，道央稲作中核地において随ーの高地価 (34.9

万円〉であったことも，農業構造の側面から関心ある地域である。

E 農地移動の動態構造一事例分析ー

今回の調査対象地， 滝川市北滝の)I!T地区は，滝川市農業の反収をやや下

2)北海道全体を概観する上で，統計的に農地改革前の地主・小作別農家をつな
げた『大規模農家調査報告書J(1965年農林業センサス 農林省統計調査部〉
があるのみの状況である。
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廻るがほぼ平均水準に{立置している。例えば昭和49年度10a当り収量(農

業委員会決定)が，滝川市の平均で466kgに対して， T区は455kgであるこ

とから推察できる。更に，滝川市の専業・兼業別農家構成割合をみると，最

近になって，専業農家割合が低下し，第一種兼業農家割合が増大する傾向にあ

るが， この傾向は T区においても基本的に貫ぬかれている点からも平均的

状況と云える。 この傾向は T地区の立地的条件と結びついて第二種兼業農

家数の増加へと進む方向を示している。

T地区の概況をみると，立地状況は滝川|駅から北東部に位置し，国道 12号

線に沿った都市近効地域で、あり，そこには 1区と 2区とがあり， 前者が北海

道開拓時代一明治23年屯田兵村として成立した集落であり，後者が大正中期

前後，個別移民として荒地， 1-1-1林を開墾，開田化した集落である。更に両区

の現況は 1区において昭和50年 3月，都市計i司法と市当局の施策にもとづ

いて住団団地の建設が着手され，その対象農家は8戸(現在戸数 15戸)であ

り 8戸の総耕地面積の 5割以上を買収され， 多くの農家は第二種兼業へと

傾斜していく状況である。これに対して 2区は，昭和48年圃場整備事業，昭

和49年暗渠排水事業と土地基盤整備事業が定了し，それと共に「滝の川東農

業機械利用組合」を結成するに至ってL、る O

両区とも水田単作地域であるが，集落の歴史的経過と現況の違いを考慮し，

1区と 2区とを区別して考察する。

1. 農家の階層間移動

(1) 概観 まづ第5表から両区における昭和20年時点の水田率をみてみる

と，一区では，経営総面積6，626aの内，水田率70%と高い比率を示してい

ることから 戦前段階で水回化の動きが著じるしい進展をみせていたことが

推察される。 ここに稲作旧開地の性格が内包されている。 これに対して2区

は，水田率53.5%と低い比率である。このことは，戦後開田化してL、く新興

的性格を意味しており，その点から稲作新開地として位置づけられる。

こうした両区の水田率の差違が，入植年次の違いにもあらわれてい為。つ

まり 1区における明治，大正期に入地した農家が 10戸もいることから歴史の

深さを持った集落であることが推察でき 2区は，全ての農家が，昭和期に

入地し， 古い農家でも昭和8年という状況から 1区とは対照的な集落であ
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るという集落の経過にあらわれて
第5表概括:表調査対象農家番号および昭和
20年11月現在の旧自小作別構成と昭和 いる。

(1区) 47年経営面積

民謡 旧自小
入植 520経営面積(a)547 経常閥横

作別 年次 総面積 うち田 -総面積うちH1

1 A Tll 424 400 466 28 

2 B 59 406 330 

3 B M44 395 376 453 376 

4 E 514 380 30日 149 134 

5 B 512 370 557 

日 E 510 327 272 
7 H 524 323 

呂 E Tl3 323 240 
9 A 52 317 250 430 420 

10 E 58 3l:l 140 ィ、持11'

11 E T11 297 106 350 310 

12 B M43 296 155 320 240 

13 E 516 292 252 523 493 

¥4 R 58 26:¥ ¥80 
日 S 3 2S1 150 :m 234 

16 5 ¥4 2.1お 2[旧 5ぽ) 400 

17 E 523 242 130 

18 正 ~l.tS 210 120 380 340 

19 E M44 202 166 295 Z円。
20 日 514 18お ¥33 127 10 

21 H 545 157 140 2C日 190 

22 E 510 156 00 

23 E 521 125 100 

24 E M45 123 80 123 83 

( 2区]

区誤
!日自小 入植 E坦O.経営面積(.i5. 47経卓商積
作別 年次 総面積 うち悶 総面積 うち悶

B 517 592 240 923 816 

2 D 523 500 212 661 602 

3 B 58 402 291 402 360 

4 E 511 364 200 563 490 

5 B 58 323 200 330 245 

日 日 524 140 100 

7 F 531 452 442 

8 F 532 365 355 

注:記号 I~l日地主 A ，自作農 B，自小作農 C，小向作農 D ，

小作農E‘新設F‘離農G
資料:農林省「農地動態調査指定部落戸別調査票J (520. 

8. 1)と実態調査より作成

こうした集落の経過をふまえ，

旧自小作別構成をみると(第5

表)， 1区では，総農家数24戸か

らなっており，そのうち旧地主

(Aグループと略す) 2戸，自作

農 (Bグループ) 9戸，小自作農

(Dグループ) 1戸，小作農 (E

グループ)12戸，より構成されて

いる。 2区は，総農家数8戸であ

り， Bグループ 3戸， Dグループ

1戸， Eク'ループ2戸， Fグルー

プ(新設農家) 2戸からなってい

るo¥，、づれの区も，旧自小作別構成

比として近似的数字を示している

が 1区におけるAクゃループの存

在と 2区でのFグループの存在と

が目立っている。ここにも両区の

歴史性の違いが横たわっている。

1区と 2区との区別をふまえ，

農地改革期の土地所有構成を出発

点に農家の階層間移動が，昭和30

年と47年とにかけていかなる特徴を示しているかを概観しよう。

(1区〕

昭和20年から30年の 10年間における規模別相関表(第6表)をみると，

10年間で規模拡大ーした農家4戸，現状維持の農家20戸と全体として現状維持

的傾向を示していることがわかる。つまり昭和30年までは，農家の階層間移

動があまり活発でなく， 規模拡大した農家階層をみても，せいぜ、い1ランク

づつの上向を生み出すにとどまっている点に特徴的がある。
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第6表 昭和20:昭30年農家経営規模相関

[ 1 [三〕

昭和30年の経営規模別農家数
昭の 昭和農

{f'.次別 不 100I 101 I 201 I 301 I 401 I 501 I 601 I 751 2l0離村
経営規模 a [ I [ I I I I I I I I I I a 計 20家

未 200I 300 I 400 I 500 I 600 I 750 以 30戸 年
作満 aI a I a I a I a I a 上 f手数 の数

l和昭
不耕作 O O o I 
l∞a未満 O O 。
2fl0 t 101-200 a 5 5 。5 
σ〉 201-300 a 3 9 O 9 
経 301-4∞a 7 1 8 。8 
営実見 401-500 a 2 2 O 2 

模日IJ 
501-600 a 。。O 

農家
601-750 a 。O O 
751 a以上 O 。O 

事主 O 。5 6 10 3 O 。O 24 。24 
昭20-30年間の新設p世 。。O O 。O O O 。。

戸----
~ 

昭和30年農家数 O O 5 6 10 3 O 。。24 ン//内
[2区〕

昭の

年次別 不 100I 101 I 201 I 301 I 401 I 501 I 601 I 751 210 離村
経営規模 a I I I I I I I I I I I I I a 計 2年0家

未 2∞3∞則 500 側 750 以 301コ
作満 aI a I a I a I a I a I _~ 年数 の数

昭和
不耕作 。。
l∞a未満 。O 
20 101-2∞a 1 。 1 
グ〉 201-3∞a 。。
経 301-4α)a 2 O 2 

ま様見 401-5∞a O 

501-600 a 1 。2 
日IJ
601-750a 。。1:'.下旬，ピ
1芦r751 a 以上 。O 
政 。 。O 2 1 1 。1 6 。 6 
町立0-30年間の新設戸世 。O O 。。。。O O O 云/./  
flilfll30年農家数 。 。O 2 l l 。1 6 1 ............... し /
資料:作成前掲『調査票J( S 20.8.1とS30.8.1)により
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第7表昭30:昭47年農家経営規模相関

( 1区〕 昭47年の経営規模別農家数
昭の 昭農

年次別 不 100 101 201 301 401 501 601 751 30離 手口

経営規模 緋
a a 計

J村 30家
未 200 300 4ω 500 6∞ 750 以 47戸 年
作 i椅 a a a a a a 上 年数 の数

不耕作 。O 。
日目 1∞a未満 。。 。
30 
101-2∞a 3 3 2 5 

経年
201-3∞a 1 l 4 2 6 

営規模
301-4∞a 1 1 3 2 7 3 10 
401-500 a 1 2 l 3 

別 501-6∞a 。。 。
農 601-750 a O 。 O 
家数 151 a以上 O 。 O 

員十 I O 5 I 3 4 2 。O 16 8 24 
瞬間Q-47年の新設戸数 O O O O O O 。O 。。~ ~ 
昭和47年農家数 I 。5 1 3 4 2 。O 16 ~ レ/

(2区〕 昭和47年の経亘書見模別農家数 昭の 昭農

年次別 不 100 101 201 301 401 501 601 751 30離 和

経営規模 耕 未a a 
言十
l村 30家

2∞ 3∞ 4∞ 5∞ 6∞ 750 以 47戸 年
11主 j筒 a a a a a a 上 年数 の数

不耕作 。。O 
HB 100 a未満 。1 l 
手口
101-2∞a O O O 30 

経年
201へ-3(陥a O O O 

301-4∞a l 2 。ワ
営模規 401-500 a 1 。 1 
501-6∞a 1 O 

農別 601-750 a 。。。
家 751 a以上 1 。I 
数 言十 。。。O 1 I 1 5 6 
開Bu-47靭)新設戸数 O 。O 。 。。O 2 ~ 戸〆，..，.....
|昭和47年農家数 O 。。O 2 2 1 1 7 ン/し.......----
資料:実態調査による。
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次に，昭和30年から47年までの変動を整理したのが第7表である。この表に

よると，規模拡大した農家4戸， 隊農農家8戸，経営縮少した農家 3戸と昭

和30年までの農地移動に比べてきわめて活発となった点に注目する必要があ

る。一方における 2ランクないし 3ランクの上向をみせる農家は，昭和30年

時点で基本階層であった 200~400a階層からの上向展開した階層である。他

方昭和30年までみられなかった下向農家が 1ランクないしは2ランク，更

には不耕作へと脱農化のコースを歩み始めており，特筆すべきことは， 全農

家数の 3割の農家が離農したことである。 このように激しい分解が，この間

の特徴であるが，昭和 30 年時点の上位階層 (401~500 a)に肉迫する下位階

層の上向展開があったことを指摘したい。

しかしこの肉迫の程度は，個別的には，逆転現象を伴いながら， 全体とし

て昭和30年時点の上層農家を追い越す程の展開で、はなかった。ここに 1区に

おける階層間移動の到達点がある。

(2区〕

第6表から注目すべきことは，昭和30年までに上位階層の2ランクの上向

化がみられたことである。 この点は，早くも 1区よりも農地移動の激しさを

示している。

次に，第7表をみると，移動の激しさは，下位階層での上向化においてみ

られ，昭和30年時点の規模拡大した農家数を上廻っている点にあらわれてい

る。しかしいまだ上位階層を凌ぐ下位階層の上向化で、はなかったのである。

以上両区における農家の階層間移動を概観したが， そこには，激しい分解

の中で，諸階層が下層から上層へと迫る逆転現象をはらみながら， 傾向とし

て何んらかの序列にもとづいて展開しているようである。 この点を，農家の

系譜的視角から検討しよう。

(2) 農家の系譜別検討

(1区〕

まづ第5表をみると，旧自小作別構成と経営商積序列とが錯綜しているが，

傾向としてAグループは， 上層に多く， Bグループは，上層および中下層に

多く， Eグループは，中層および下層に多く分布し，一定の序列化がみられ

る。

経営面積序列を動態的にあらわしたのが第8表である。 この表によると，
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r1区〕
第8表昭20:昭47農家経営規模相関

昭47年の経営規模別農家(在村者)

i 
昭軍

年次別 不 100 101 四1 301 401 印I 印i 市l 20 

経営規模 耕
未満a 

a 言十
年

日明 300 4叫 制 側 羽市 上以
(J) 

作 a a a a a a 農数

不斡作 。。。
昭 1蜘

20 未満 。。。
年 101-300. 22ヲ0A 1B B Er 

22E 

の 3 123E 5 

経却1-3110.
llE 
19E 
15D 
16E 13E 

l4E 
18E 

7 117E 9 営 128 

規制-4蜘 lOE 4 E ~ A 5B 4876E E B 
模 3 B B 

別 401-刷a
1 A 2 B 

1 。2 
自国¥-醐a 。。。
作
~IJ 酎1-1田a 0， 。。
農1¥10

宰 以上
。。。

言十
l 。5 3 4 2 。。16 8 24 

昭のさ2聞れ0-たに4農斬7年殺家 。。。。。。。。。。v 民昭47年の農
1/  事 教 1 。5 l 3 4 2 。。16 

(2区〕

昭47年の経営規模別農家(在村者)
昭家

年次別 不 l∞ 101 叩l 301 401 501 関1 751 2年0 

経営規模 耕
主満 上以a 言十2曲 3∞ 4∞ 5C曲 6国 百aO の

作 a a a a a 農数

不耕作 。。。
昭 l曲a

20 未満 。。。
年 101-21100 6B 
の 。 1 

経由1-3蜘
営 。。。
規制-4蜘 5B 4E、

機 2 。2 
耳IJ1401-500. 3B 

1 。1 
自回1-捌a 2D 1 B 

2 。2 
作
~IJ 国l-1¥Oa 。。。
農 751.
家 以上 。。。
計 。。。。1 1 1 1 1 5 6 

昭のさ2間オ01-た口4a斬7，B'設年t 8F 7F 

21/  1/  
。。。。 。。。

昭47年の農

71/  1/  軍 教 。。。d 2 2 1 1 

資料農林省 r戸別調査票」と実態調査による。
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昭和20年から17年間において規模拡大した農家は Aグループ 1戸 Bグル

ープ 3戸， Eグループ 3戸， Dグループ 1戸からなっており， A' Bグルー

プとD・Eグループとの伯仲状況がみられる。それは， 300a以ヒ階層と200

~300a 階層との混在であり，而積序列を錯綜させる要因ともなっている。だ

がここで大切な点は， 1Aにみられる現状維持に対して， 13E， 16Eの2ラ

ンクの上向化である。この点については， 2以下の項目で明らかにする。

次に経営営，を縮少少拘した農家をZみ人ると、 三戸いづ

うち二戸tは土， 200 ~ 300 a陪用でで、ある。このEググ高ル一プの下向化コ一スをより

明確にしたのが， 離農農家8戸のうち 6戸がEグル一フプ園でで、あり， 6 Eと8E

とを除いた4戸が300a以下階層である。

離農農家における Bグループと Eクゃループとの対応の違いを示したのが第

9表である。この表によると Bグループの農家は，離農後， いづれも農業

を営んでいる点である。それに対してEグループの農家は，離農動機の社会

的要因(死亡，転職意向など〉もあって， 共通して農業外の仕事(アパート

経営，大工)に就いていることである。 ここに農地改革期の土地所有格差が

あらわれているのである。 こうした動向をふまえ，農家の系譜関係を要約す

ると， A' Bグループ〈とくに300a以上階層〕は，専業農家を保持してい

る点に特徴があり Eグループは， 経蛍縮少および脱農化コースを歩んでい

るものが多い点に特徴がある。 ここに，土地所有格差が引き継がれているこ

とが理解できる。

第9表離農状況

ぷミ
離農以前の

離11!年次 高佐農動機 離農後の状況営農状況

2B 良好 S30 年寄り農業 深川・農業(息子中心に)

7B 不良 S30 土地条件悪化，病虫害多発一 j甫CJ・農業
6E 普通 S40 妻死亡，後継者なし アパート経単

一 8E 普通 S47 妥病弱，公職多忙 滝川市市会議員

lOE 普通 変死亡，複雑な家庭のため息子行力不明 手

14E 普通 S40 年寄り農業 江部乙町
区 17E 普通 S44 転職意向強し 滝川・大工

22E ワ S31 世帯主死亡 室蘭の息子

23E 普通 S41 後継者なし 滝川・アパート経営

一区6B つ S38 温室栽培失敗 岩見沢

資事ヰ.:実態調査による。
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第10表昭和30年~47年経営規模の事由別変動

(1) 昭和30年-47年lこ30a以上規模拡大した農家

(2) 昭和30年-47年に30a以上規模縮少した農家(不耕作・離農は除く)

|一1201-3∞a 1-1 一1-1 一|ー|ー|ー 1-13160111 叫|一|
区130トωI1 I 一|一|ー|一|一 I-I 1 1 251 1 2 1 120 1ー|一|

(3) 昭和30年-47年に規模不変，又は30a未満用減した農家

一戸下て1
(1)昭和30年-47年lこ30a以上規模拡大Lた農家

2 

(2)昭和30年-47年に30a以上規模縮少した農家(不耕作・離農は除く)

i二1201-300a 1 -1 -1 -1 -1 -1一|ー1-1-1 -1-1 -1-1 -1 
区1301-側|一|ー|ー1-1-1 ー|一|一|ー1-1-1 -1ー|一|

(3) 昭和30年-47年に規模不変，又は30a未満増減した農家

l山|一|十|一|一|一|ー|一l一|山山一|
二 3∞|ー|ー|ー|一|一|一|ー|ー|ー|一|一|ー|ー|ー|
区|訓-4∞ 1-1 ー|ー|ー|ー|ー|ー1-1-1 -1-1 -1一|ー|
140ト5∞ 1-1 -~I -1 -1 -1 -1=-1-1ー1-1 -1-，-1 -1 
(4) 昭和30年-47年の聞に離農，文は不耕作となった農家

|2区I----.Jー|一|一|ー1-1 -1ー|一11 1 1401ー|一|ー|ー|
資料:実態調査による。
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[2区〕

第5表をみると， 自小作別農家割合において Bクーループの比率の高さに気

づくのである。 このグループの農地移動を示した第8表によると， 規模拡大

した農家は 3戸あり， とくに上位階層の2ランクの上向化をとげた農家(1

B)に注目すべきである。 この農家は，未墾l也180aを含めた農用地を所有

し この未墾地を開田する一方，他方I.w:農跡地を取得し土地拡大を図った階

層である。こうした動きは. 2D農家にもみられ，新興的性格を示しており，

農用地規模の序列が引き継がれている点が理解できるO

以上，両区における農地改革期の階層権成がその後どのように引き継がれ

たかを考察したが， そこで1区と 2区との違いが指摘できた。こうした両区

の違いを，農地の移動関係から検討するのが，次の;果題である。

2. 農地移動

[1区〕

第10表で注目すべきことは，全体として増加項目の面積と共に，減少項目

の面積の多いさに留意する必要がある。 とくに201a ~300 a階層で農地購入

件数および面積が他の階層に比べて高い数字を示しているが，それに対応す

る農地売却の数字に注目してみると. I小地片の買い足し，切り売り」方式

が推察される。 この方式は，第2図において一層鮮明となるが， 離農跡地の

移動関係が上位階層と中位階層そして下位階層に対等にあらわれていること

から理解できる。 この対等的移動関係をより詳細にみると，第一に，ー農家

第 2 図離農跡地の移動関係 (S30~47)

目 譲 ;度 階 層
移動関係

官襲 受 階 層

地区¥S2日経営規模 旧自小作別農家番号 旧自小作別農家番号 S20.経営規模
400.以上 2 B 2B 400 a以上

1A 1 A 
399-200 a 6E 4 E 399-200 a 

7E 7 E 
8E 13E 
13E 16E 
14E 22E 199 a以下 区

区 1 16E 23E 
17E 1 B 400 a以上 2 

199 a以下 22E 2D 
2ミZ 4E 399-200. 

2区 199 a以下 6E 7F 区

資料:実態調査による ① 400 a以上 他集落
② 
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あたり移動面積 100~400a の隔で，その件数も 2~4件と農地移動の狭さが

確認できる。第二に，この狭さを加重化している動きとして， 第2区および

他集落の農家へ7伴も農地が移動している点である。とくに昭和30年以前，

顕著になり始め，それ以降も目立っている。

こうした農地の移動関係が， 13E， 16Eの規模拡大を制約していることは

確しかであり，昭和30年以降の農家の階層間移動がやや下向的移動へ進んで

いる点とも関連するのである。

この移動関係を規制しているものは，閉鎖的土地条件一屯閏兵制土地区画

と飛地ーであり，更に「潰廃」項目が示されるごとく都市近効の立地的影響

も強く作用しているのである。

[2区〕

まづ第9表をみると，増加項目の面積の大きさが目立ち， その大部分が，

「購入」と「聞こん」である。この購入の内実は， 1 B農家の典型であるが，

売却を伴わない一方的購入である。 この一方的購入方式を支えた一つの理由

は， r聞こん」との関連で戦後段階で造田化されたこともあって，面積的に

拡大の余地を多く残していることが， こうした余裕ある対応を可能にしたの

である。

このように両区の農地移動の対応的違いが，各区の歴史的条件との関連に

よると共に，各区の生産力的性格にも関連づけられているであろう。 この点

に関して検討するのが，次の課題である。

3. 農業労働力と腹業機械との動向

(1) 農業労働力の保有動向

c1区〕

農業労働力保有の動向を示した第 11表によると，第一に指摘できる点は，

昭和30年を画期として，それ以前と以降とにおいて農業労働力の構成割合が

変化している点である。

まづ昭和30年までをみると，基幹労働力の構成は， 2~ 4名と最低限の労

働力が確保されている点である。それ以降になると基幹労働力構成は低下し，

I名と L、う農家が多くなっている。 この点に関して， より詳細にみると，昭

和20年時点で300a以とであった農家は， 基幹労働力が一定確保されている
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が，この時点の300a以下農家においては，労働力1'f備の低下が著るしいので

ある。この農家は. Eクゃループが多くを占めており r後継者Jr将来の見通
し」の点でも不安定な方向を示し.経営緋i少， 脱農化へと進むものと推察さ

れる。

第11表農業労働力保有状況

Bi':l25年 自白30手 昭和 47 年

基 補
罵用 基

補 属 基 補 履
継後者

4来宰 兼 離
幹 助 幹 助 用 幹 助 用

労 労 労働力 労 労 労 労 労 労働力
σ〉

σ〉 見
信』 f動 値』 億』 信』 面3 僧1 有 通
力 力 陶 力 カ 力 力 カ 伺 無 し 業 農

1凶 3 1 200 2 。。。 2 1 150 不明 現状維持
2(B) ? ? I ? S 30離農

3(B) 2 2 2 2 2 o 130 有 現状維持

4 (E) 4 3 。 2 1 1 30 不明 " 
5(B) 2 。 4 。 3 o 1 80 有 。
6 (E) 2 。 2 。 S 40離農
7(B) S 30離農

l 8(E) 2 。 2 1 1- S 47離農

9(A) 2 。 2 。 2 。ワ 有 現状維持

10(E) 3 。 3 。 。。。 不耕作

ll(E) 2 。 2 。 2 20 不明 経長縮小

12(B) 2 。 2 。 。21- 無 ク モーテル経営

13(E) 2 。 4 。 2 o 1 40 有
14(E) 3 。 3 。 S 40離農

15(D) 2 。 2 。 。2 1 60 鉦 経出縮少

16(F) 2 。 5 。 3 1 1 50 有 現状維持

区 17(E) 2 。 2 。 S 44離農

18(E) 4 。 2 1 1- l o 1100 無 現状維持 日夜 L、
19(E) 2 。 2 。 1 2 1 45 不明 経営縮少 土建業

20(B) 2 。 2 1 1- 。。ワ 鑑 土ftlli1:舎暮し
21(B) 2 3 。 1 3 20 鑑 経営縮少

22(E) 2 。 2 。 S 31離農

23(E) 2 。 2 。 S 41離農

24(E) 3 1 1- 2 11- l 01- 鑑 経単縮少

1 (B) 3 。 4 。 3 2 1300 有 経当拡大

2(。2 2 2 2 4 o 1135 有 イシ

2 3(B) 4 。 4 2 2 2 1 30 有 現状維持

4 (E) 2 。 2 1 1- 2 o 1 60 有 。
5(B) 2 1 2 1 1- 2 1 1 20 不明 現状維持

区 6(B) 3 。 。3 S 38離農

7(F) 2 つ 有- 続長拡大

8 (刊 3 2 2 つ 不明 現状維持

資料戸別調査票」と実態調査とによる。
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こうした下向傾向に対して Eクeループで2ないし 3ランクの上向を遂げ

た13E， 16E農家は，基幹労働力 4~5 名というこの区で一番高い労働力を

備えているものである。 これらの農家の上向化に対して，上位階層(とくに

1 A)の停滞的状況に注目する必要がある。 1A農家の労働力動向は，昭和

32年まで雇用労働力を入れており(戦前からそうであったが)，その形態は青

森県内の農漁村地域からの移動労働力であり， 年間のべ人数200人を確保し

ていたが 7 昭和 32年以降，高度成長による雇用条件の逼迫とあいまって，そ

ういう雇用形態は消滅し，家族労働力に限定される変化がみられた。ここに，

昭和30年以降，規模拡大と展開できない根因が内在されている。

このようにみてくると 1区における停滞・下向的農地移動を生み出すー

っとして，農業労働力の脆弱性があらためて確認できる。

(2区〕

第11表をみると，昭和25年から現在まで農業労働力は，一定確保されてお

り，更に後継者の見通しも明るい点で 1区と決定的に違う性格である。こ

のことが 2ランクないし 3ランクの上向化を遂げる基盤にあったのである。

以上を要約すると 1区での労働力の脆弱性と 2区での安定確保という対

照的性格が浮き彫りにできたことである。

(2) 農業機械の導入とその動向

( 1区〕

第四表をみると， 全体として耕転機段階にあり，その導入状況は， 1A農

家が昭和 30年に購入したのを皮切りに，昭和30年以降 40年頃までに全体

に普及していくのであるO それは，一定の経営面積と労働力確保にみあった

技術段階であったと云えよう。

次に昭和 30年以降の機械化状況をみると，いまだ耕転機段階であり，いわ

ば小農的技術の長い停滞を示している。それは農地移動や農業労働力の動向

と深く関連しているものと思われる。

(2区〕

第12表より，昭和40年前半を境にトラクターを導入し，それに見合う面積

拡大を図っている点に注目する必要がある o1 B農家は，昭和42年，トラクタ

ーをこの区でトップに導入し. 42年前後に 300aの上向化を遂け事た農家て明あ

る。こうしたトラクター導入の動きを背景に昭和49年，機械利用組合の結成
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区 家号

l(刈
2 (B) 

3(B) 

4 (E) 

5 (B) 

6 (E) 

7 (問
8 (E) 

9 (A)! 

10(E) 

ll(E) 

12(B) 

13(E) 

14(E) 

15(0) 

16(E) 

17(E) 

18(E) 

区 19(E) 

20(B) 

21(B) 

22(E) 

23(E) 

24(E) 

l(B) 

2(0) 

3(B) 

4(E) 

5(B) 

6(B) 

区 7(F) 

8(F) 

北海道大学農経論設 第 32集

第12表農用機械の導入状況

農用機械の導入状況

最初購入した機械 現在使っている機械

年次共同か個人 馬力 年次共同か個人 馬力|

30 ⑮個人 10 41 @個人 10 

35 ⑮ 3戸 10 42 @ 3戸 10 

⑮ 3戸

35 ⑭共有 10 ⑮個人

47 ①個人

42 @個人 10 

40 ⑮個人 13 

35 ⑮ 4戸 10 42 ⑧ 3戸 10 

37 ⑮個人 10 44 ⑮個人 10 

43 ⑮個人 13 

39 @個人 ? 43 @個人 ? 

39 @個人 ? 

30 @個人 ? 

@ 

34 ⑮個人 10 42 

42 ①個人 20 

37 @個人 30 42 ⑩ 個人 10 

47 ①個人 30 

35 @個人 10 36 ⑩個人 10 

44 ① 個人 24 
@ 10 

38 @個人 8 

42 ① 個人 7 

40 @ ? 

37 @個人 ? ? ⑮個人 8 

資料:実態調査による。(空らんは調査不明です)
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北海道稲作地滑における農地移動の性格に関する一考察

4. 農地移動の動態的性格

これまで考察した農家の系譜勘係，集落成立の違い， 農地移動の動向，機

械化および労働力の移動などをまとめ， 総体として農地移動の性格づけと農

家階層の性格とを検討する。

c1区〕

集落の歴史的経過についてみると，明治23年， rl1田兵村として成立して以

降，農家の入植年次も明治，大正期に入っており， その歴史の深さが，昭和

20年時点で水田化率70%を示しているのである。

この旧開地的性格の集落において， 農地移動の性格づけをすると，昭和30

年までの現状維持的性格から昭和30年以降の激しい F向的分解の中で，停滞

的性格へ転じたのである。その内突を農家の階閥的性格から切らかにすると，

300a以上階層〔昭和20年時点)の先頭農家(1A)は，昭和30年まで50aの

上向化を遂げながら， 30年以|簿上向化を止まり， 現状維持的性格を保持して

いる階層である。 この農家は，かつて湯沢誠氏が分析した「地主自作化の線

にうけついだ地主富農化ないしは旧型富農化の傾向」 と規定できる階層であ

り，昭和20年，水回半94%vこ達していて，開田の可能性も之しく， 道外から

の雇用労働力形態に支えられつつ，小池の「買い足し， 切り売りJによる土

地拡大を図ったものである。

昭和30年以降，この農家は，高度成長による雇用条件の逼迫のもとで，耕

転機を導入しつつも，家族労働力に限界づけられて耕地拡大はとまり，他方，

IJii述した 13E，16E農家の死活的耕地拡大が進み，階層的平準化と小農的技

術の長い停滞とが現われる。

次に300a以下階層についてみると， Eクザループにおける挙家離農の激しさ

が，指摘できる。それは， 物質的条件に恵くやまれなかったこともあるが，土

地への執着の務さを反映している。

3) 湯沢誠「農地改革による農村，農業の変貌JC~北海道農地改革史』下巻 昭
和32年3月 714ベージ参照〉。
4)この点について梶井功氏は，次のように指摘してしる。 i(耕転機段階におい
て)農地売買を通じて規模変動が分解にならず，分化にとどまざるをえなか
った根源は，生産力に質的格差のない条件のもとでの売買が，偶然的事情で
生じる地片売買にならざるえないところにあった」と示唆している〔梶井功
「農地移動は，階層介解の要因になるかH農林統計調査Jl1972. 10月号〉。
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農家の階層関係からの農地移動の停滞をみてきたが， もう一つ見逃すこと

のできない点は，他集落への農地の移動が大きく， そのことが，農地移動の

停滞を加重化したことでるる。ここに集落をとび越えた土地拡大を窮うので

ある。

[2区〕

大正中期前後， 個別移民村として成立し，農家の入組年次も終戦直前であ

り，その歴史の浅さが，水田率(昭和20年)53%と1区より低く，新興的性

格が推察できる。

新開地として集落において，全体として農地の流動化が激しし 規模拡大

した農家 (1A，2D， 4E)の性格は，労働力確保を基礎に， いわゆる規

模拡大→大型機械化→「自立経営」農家とし、う農業「近代化I路線を受け入

れる基盤を内包していたのであるO

現在聞こんが一'段落した2区において，昭和50年 10a当り65万円という

地価の下で，購入による規模拡大が 1区にみられた小地片売買へ進むか否

か，集落における土地拡大のあり方が問われているO

E 小括一最近の農地問題にふれて

昭和50年，滝川市土地開発公社による住宅団地造成が行われ，造成総面積

16万7900m2を買収し，そのうち 1区に関係する総面積は，12万2000m2と7割

を占めるほど，集落にとって大きな変貌を余儀なくされたのである。

この変貌を 1区の対象農家に日IJして示したのが第 13表である。この表によ

ると 8戸の経営地面積に占める買収面積割合は，平均5割前後で， 農家経

営に与える影響は大きく，一層の後退化を強いられるのである。 この点につ

いて第 14表をみると 8戸の農家は，いづれも農業従事日数 150日以下であ

り， 兼業化を深めているのである。 こうした状況は， 8戸だけでなく全農家

に波及し， いわゆる総兼業的集落に変貌したのである。その中で9A， 13E 

農家を中心に専業的方向を模索しつつあるが， これらの農家と買収された農

家との協力関係が可能であるのか有か， aミ洛として再生できるかどうかが問
われている。

これに対して 2区は，第 14表からわかるように 7戸の農家がし、づれも休耕

せずに基幹労働力を耐え，一定の農業所得を確保し， いまだ存業的集務であ
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第13表住宅団地造成対象農家の状況

(1区〕

ぶ史 経当地総面積(a) 離作した 譲渡価格田畑計 面積(a) (万円)

1 481 16 497 179 1，448 

3 397 18 415 329 3，309 

4 132 ー 132 113 1，193 

11 393 38 431 52 511 

12 142 一 142 122 1， 141 

15 253 23 276 222 1， 648 

18 94 11 104 94 974 

21 147 4 151 101 1，114 

資料:滝川市農業委員会「農地転用申請書J (S49) 

注:!雑作した面積の地目は全て水田である。

第14表昭和50年農家経営概況

経営面積(-a-)7一一一 三回三 iffi 農業労働力(人) 兼業状況ω
農
用そち 手L 150日 150 [ヨ f亘書h り日

国の転畑計 態 !日 ん 械機
う作 4' u上 以下 常務 H寺雇

28 212 11 311 420~j 2 1 耕

73 25 108 4 2 イシ

28 7 35 3 2 。

610 610 15 2 。

537 83 620 2 1 1 トラ

13 13 2 2 耕

345 19 1 364 1 3 I 。

25 25 2 自営業 今

13 1 479 20 499 2 2 イシ

区 15 37 80 12 127 3 イ〉

16 7.0 330 3 l 3 1 φ 

18 72 1 103 20 195 2 1 4シ

19 2781 - 除14 292 2 l ぞ〉

21 27 ー 12 39 2 I • 24 80 3 83 2 l 今

農業

総(

収 万
入)円
70-100 
30-70 

7-30 

150-200 

500-700 

300-500 

300-500 
30-70 

1ω-200 
70'-100 

200-300 

一7
30-70 

1 826 23 849 1 2 トラ 700-1，000 
2 580 10 590 イ〉 500-700 
2 3 278 10 288 2 1 1 ぞシ 200-300 
4 491 15 506 2 2 1 4シ 300-500 

灰 5 269 10 279 I 3 2 。 200-300 
7 442 10 452 2 。 300-500 
l 18_1_355 1 .__ -LI0 1365 I _-1 -=1_J 3 2 . 。
資料:実態調査による。
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るO しかし 1区の農外転JfJ価格のf'i)甘を交け，規模拡大の困難さを示してい

る状況であるO こうした状況の Fで・集71&を越えた土地拡大へ進むか否か，集

落における土地拡大の在り方が，現戸数7戸のうち2戸不参加の生産組織と

のかかわりで問われているのである。その怠味で!怪史の浅い集落での生産組

織の在り方が注目される。

以上の農地問題の今日的状況をふまえ， これまで明らかになった諸点を要

約的に述べ，小括とするO

(1) 農地改革期の土地所有格差を， 現時点についてみると 1区は，自作

地主層の停滞の中で錯綜した側面を示し，傾向として序列化がm駆的に保持
されていたのに対 L，2区は，出発点において未墾地を含めた農用地規模の

序列がその後の農業展開に引き継がれた点で、ある。それは， 旧開地と新開地

との地域差を反映している。

(2) この序列化を規定づける農地移動の特徴は， 1区(旧開地〉において

は，旧型富農の崩れと中間層のと向との対抗の中で， I~I 己資金にもとづく「買

い足し，切リ売り」売買に基本があり 2区(新開道〉では，所有未懇地の

「聞こん」を軸とした一方的購入にあり， この違いが， 農業展開の差として

現われている点である。

(3) しかし， 2区は， r聞こん」が一段落した現在， 土地価格の高騰に遭
遇し 1区の農地移動の停滞を再現するか， あるいは 2区でこれまでみら

れた集落を超えた土地拡大へと進むかなど生産組織の動向とともに稲作農業

の北海道的性格を内包した問題があらわれている点である。

(4) 今後の課題は，地域差と生産力的違いとをふまえ，規模拡大に関する

研究を単に個別農家ごとの視点からだけでなく， 集落と L、う視点を入れた分

析から，北海道稲作農業の方向を探くっていくことにする。

【付記】

小論を書くにあたっては，湯沢誠教授をはじめ，第五シンポジューム諸氏

のから多くの示唆を与えられ，指導をうけた。また調査に際して，全国農地

保有合理化協会，現地の農業委員会および農協に大変お世話になり， 感謝す

る次第である。
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